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EnviX 海外環境法規制トレンドレポート〈2019 年後期号（第 23 号）〉 

アジア・オセアニア編  

⑪ フィリピン：省エネ規制―― 製品系、工場系 

法律 /政策の

名称 

省エネルギー法 

現地語名称 Energy Efficiency and Conservation Act 

公布 /施行日

等 

2019 年 4 月 12 日制定 

施行は、最低 2 つの一般紙での公開から 15 日後。 

カバー期間 2019 年 6 月から 2019 年 11 月 

 

バックグラウンド情報 

■フィリピンでは省エネルギー制度に特化した法律がこれまでになく、長い間、その制定が

待たれていた。2011 年にエネルギー省の Loreta Ayson 次官（当時）は、セブ島でひらかれ

た第 2 回フィリピン･エネルギー効率フォーラム（PEEF）の会場で記者団の質問に答え、

同国のエネルギー消費量の大幅な削減と電力の節約につながる省エネ法案の成立を望んで

いると語った。このときには、企業での省エネ技術の採用や家電製品への省エネラベル制度

の導入といった点が挙げられた。 

 

■また、その後も、2014 年にはフィリピン下院にて省エネ法案が提出されたが、再生可能

エネルギーへのインセンティブやエネルギー監査の義務化、エネルギー管理者設置といっ

た要件を含んだものとなっている。 

 

最近の主な動向 

■長年にわたり議論されてきた省エネ法だが、2019 年 4 月 12 日にようやく、ドゥテルテ

大統領がサインすることで正式に制定された（同法の成立がフィリピン国内のメディア

に対して発表されたのは同年 5 月 7 日である）。本法律は 2019 年 1 月 30 日に上院･下

院をそれぞれ通過した上院第 1531 号および下院法案第 8629 号を統合したものである。 

 

■本法律は多岐にわたる省エネ制度を定めており、主なものは以下の通りである。 

項目 詳細 

政府の責任 政府は、省エネルギーに関する計画およびプログラムを作成し、策定

し、実施することにより、効率的で賢明なエネルギー利用を促進する国

家的生活様式を制度化する必要性がある。これにより政府は、国内に充

https://www.officialgazette.gov.ph/downloads/2019/04apr/20190412-RA-11285-RRD.pdf
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分な量のエネルギーを安定的に供給し、高価格の輸入燃料が国内市場

に与える影響を和らげ、国の経済社会的発展の目標を支持しつつ環境

を保護する。 

IAEECC 省エネルギー促進のため、「省庁間省エネルギー委員会（IAEECC：

Inter-Agency Energy Efficiency and Conservation Committee）」を設

置する。IAEECC の役割は、本法律に基づき定義された政府の省エネ

ルギープロジェクトを評価および承認し、さらに、政府エネルギー管理

プログラム（GEMP：Government Energy Management Program）の

下、戦略的方向性を提供することである。GEMP は、電気の使用効率

向上と節約、および政府車両の燃料効率の向上と節約を通じ、政府の毎

月の電力と石油製品の消費量を削減する政府全体のプログラムである。 

 

IAEECC は、エネルギー大臣が議長を務め、予算行政管理省、財務省、

貿易産業省、運輸省、科学技術省、内務自治省、公共事業道路省の各大

臣、および国家経済開発庁の長官で構成される。IAEECC の具体的な

役割には以下が含まれる。 

 IAEECC が指定する国有および賃貸の建物／施設のエネルギーコ

ストを削減する機会の年次評価書を作成する 

 IAEECC が指定する機関の全ての投資プロジェクト、およびエネ

ルギーコストに関する運営予算をレビューする 

 国有および賃貸の建物／施設の運用コストを削減するためのエネ

ルギー節約措置を勧告する 

 エネルギーコストの管理や節減に関して、担当者または政府団体、

技術的支援およびコンサルテーションを提供する 

 エネルギー消費量およびコストを節減するべく設計された国有お

よび賃貸の建物を対象に、固有の操業およびメンテナンス手順の

改善、ならびに投資プロジェクトについて毎年助言する 

 政府のエネルギー効率向上プロジェクトと GEMP の現状につい

ての報告書を発行する 

 既存の振興的省エネルギー技術について調査を行った後、IAECC

の作業を支援するために必要な、または望まれる形でガイドライ

ンを作成する。 

省エネ基準と省

エネラベル 

エネルギー省（DOE）は、エネルギー消費製品を対象とした「最低エ

ネルギー性能（MEP：Minimum Energy Performance）」を展開する。

対象となった製品の製造者、輸入者、流通業者および小売業者は、MEP

を順守しなければならない。また DOE は、エネルギーラベルについて
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の規定も作成しなければならない。フィリピンで販売される製品には、

規定されたエネルギーラベルを表示することが製造者や輸入者には義

務付けられる。 

「自動車」についても類似のものとして、燃費基準および燃費ラベルが

DOE によって制度化されることとなる。 

そのほか、「建物」に対してもエネルギー性能に関する制度が導入され

る。 

特定事業所での

省エネ 

特定事業所に対する省エネ制度を導入する。本法での「特定事業所

（designated establishments）」とは規定されたエネルギー消費量を超

える施設を指し、具体的には年間エネルギー消費量 50 万 kWh～400

万 kWh の施設がタイプ 1、400 万 kWh 超の施設がタイプ 2 に分類さ

れる。 

特定事業所については、エネルギー効率の推進に関する施策の策定、省

エネに関する年間目標の設定、毎月のエネルギー消費量データの記録、

3 年ごとのエネルギー監査の実施などの義務が課せられる。 

 

■本法では、企業に関係する要件として、「製品」に関する省エネ（省エネラベル）と

「事業所」での省エネの 2 つの制度が規定されている点に注目したい。「製品」について

は、「電気製品」と「輸送車両」の 2 種類が挙げられているが、具体的な対象製品に関す

る言及はない（ただし、下図の通り、一部製品の例は挙げられている）。 

 

一方で「事業所」に関しては、エネルギー消費量に応じて分類され、それによって課せら

れる要件が異なる（詳細については下図を参照のこと） 
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今後の展開とスケジュール 

■省エネ法の制定を受けて、2019 年 8 月 29 日には、「省エネルギー法（共和国法 No. 

11285）の実施規則に関するエネルギー省回覧案」（以下、本案）が公開された。本案

は、省エネ法を実施するための下位規則にあたるもので、全 19 章 90 条から成る。今後

は本案の議論が行われ、省エネ法の実施に向けた準備が着々と進むと見込まれる。 

 

EnviX 展望と見解 

東南アジア地域の主要国（タイ、マレーシア、インドネシアなど）では既に省エネに関す

る制度がある程度は整備されていたが、このたび、フィリピンでもようやく準備が整ったと

言える。電気製品への省エネラベルについては、これまではフィリピン商工省が所管する製

品規格のもとで一部の家電製品（エアコンや照明器具など）のみに限定されていたが、今後

はエネルギー省が中心となって省エネラベル制度が運用される見込みである。また、同様の

制度は自動車などの輸送機械にも波及する予定となっており、幅広いメーカーが対応を求

められるだろう。そのほか、工場などの事業所でのエネルギー管理も強化され、エネルギー

監査や管理者の設置が新たに義務化されるため、注意が必要だ。 

【2019.11.30 kj】 

 


